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１．はじめに 過去の地震データを用いて、非線形１自由度のバイリニア地 
耐震補強対策費を決定するにあたり、どのような補強対策

と地震保険の組み合わせが、経営判断として最も合理的かを

明確化するために、本研究では対象とする構造物、補強対策

と地震被害パターン、地震保険条件を想定し、損失の期待値

が最小となるパターンはどれであるかを比較・検討する。 

震応答解析を行った。得られた履歴曲線から、平均剛性勾配

E と初期剛性勾配 を読み取り、その比0E 0EE を縦軸に、

個々の地震データの最大加速度を横軸にプロットしたもの

を劣化特性曲線とし図‐３に示す。 
２．構造物の震後残存強度 
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（１）対象構造物 

対象構造物：橋梁下部 初期強度：   0R
経年劣化パラメーター：   ( )Tf
地震損傷度パラメーター： ( )αψ  （α は加速度） 

時刻T での強度（地震非経験）：R   ( ) ( ) 0RTfT ⋅=
時刻T での震後強度： ( ) ( ) (TRTR ⋅ )= αψα|   

（２）初期強度：  0R
図‐３ 

 
図‐３中の計測点を回帰分析すると、回帰式として次式を得

る。 ( )[ ] 0668.115.163 −= xE αψ 、 ( )[ ] 307.0=αψVar  
 

 
（５）破壊確率の算定  
本研究では、破壊確率を図‐４より以下のように考える。  
  
  
  
  
 図‐１ 
 

初期強度は、図‐１より設計限界応力を、設計加速度 Dα の

ときとし、 2WIM DDD ⋅=σ とする。さらに、 
 

 

2WEIM DDD ⋅=ε とし、 はひずみであると考え、0R

DR ε=0 とする。また、荷重 については、加速度S α のと

きとし、 2WEIM D ⋅=ε とした。 

 

図‐４ 

無被害時（ cd pfpf −−1 ）： [ ]crdPpf εε <=   

半壊時（ ）：dpf [ ]crccrdd Ppf εεε <<=  （３）経年劣化パラメーター： ( )Tf  

崩壊時（ ）： cpf [ ]εε <= crcc Ppf   

 
破壊確率は次式から求まる。  

( )[ ] ( )[ ] [ ]
( )( ) ( )( ) 
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（６）地震発生確率を考慮した、破壊確率 ( )TPi の算定 
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ａ）崩壊時 図‐２ 

図‐２より、 ( )TfII D = と定義する。 ( ) PTP
c

=∆1 ［供用期間 T∆ の間に、少なくとも１回レベ 

（４）地震損傷度パラメーター： ( )αψ  ル１地震動が発生したとき、構造物が損傷 を起こす確率］ k
キーワード 地震保険、破壊確率 

連絡先 03-3703-3111 東京都世田谷区玉堤１の２８の１ 
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[ ] cC ：事故が起こった場合の損失額 

ここで、 [ ] 
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α ：保険会社経費（ cY⋅= 'αα ） ここで、保険者の立場

から、重味関数
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３．地震リスク評価 

（１）コストの考え方 

コストは破壊確率 と、地震損害額C 、補強対策費

さらに、地震保険に加入したとすると、補償額Y 、支

払う保険料 から、期待損失額を以下のように考える。 

( )TPi I

HC c

cYm ⋅
( ) ( ) ccHIi YmYCCTPC ⋅+−+⋅=  

（２）地震時損害額 の考え方 IC

IC は、初期建設費をC として表‐１に示すように３パタ

ーンに分類する。 

0

表‐１ 

破壊モード コスト 

無被害 Ｃ１／Ｃ０＝０％ 

半壊 Ｃｄ／Ｃ０＝５０％ 

崩壊 Ｃｃ／Ｃ０＝１００％ 

（３）補強対策費C の考え方 H

HC は以下の３パターンに分類する。 

補強する（大）：C ‥‥地震発生後に初期強度と同じ強度 X

を持つように補強を行った場合。 

補強する（小）：C ‥‥地震発生後に地震発生前の強度に Y

戻す補強を行った場合 

補強しない： ‥‥‥全く補強を行わない。 ZC
このとき、 を初期建設費とし、0C %600 =CXC 、

%300 =CCY 、 %00 =CZC とする。 

（４）地震保険条件の算定 

本研究では、崩壊時に支払われる補償額Y に対し、半壊時

、無被害時Y の補償額を以下のように定義する。

c

dY

ordY
1

cY⋅= γ1 （無被害時 0=γ 、半壊時 5.0=γ ）地震リ

スクに対する地震保険条件の算出は、崩壊時のみ考えていく。

また、実施した補強対策により、保険料の割引が適用される

ものとした。 

表‐２ 

補強対策 割引率 

ＣX ０．８ 

ＣY １．０ 

ＣZ １．２ 

cpf ：事故の起こる確率 

m ：保険料率（補償額１円に対する保険料） 

cY ：補償額（ここで、 cc CY <<0 ） 
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と表せる。 

保険会社の立場からは、必要保険料率 β+= copt pfm とな

る。よって、 
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４．数値検討事例 

算定結果は、 0CC によって表した。 

地震発生時刻は２５年目、５０年目、７５年目とした。 

レベル１地震動１回（２５年目）発生 

パターンＸ実施 0.0314

パターンＹ実施 0.0253

パターンＺ実施 0.0192

レベル１地震動２回（２５、５０年目）発生 

パターンＸ実施（２回） 0.0411

パターンＹ実施（２回） 0.0398

パターンＺ実施（２回） 0.0409

レベル１地震動３回（２５、５０、７５年目）発生 

パターンＸ実施（３回） 0.0444

パターンＹ実施（３回） 0.0488

パターンＺ実施（３回） 0.0546

５．結論 

数値検討事例の結果から、１回だけ発生するパターンでは、

補強対策パターンＺ実施時のコストが最小となった。これは、

破壊確率が同じであるため、補強対策費がそのまま反映され

たからである。しかし、２回、３回発生するパターンでは、

実施する補強対策により破壊確率に差が生じるため、それぞ

れ、２回発生するパターンでは補強対策パターンＹ、３回発

生するパターンでは補強対策パターンＸ実施時のコストが

最小となった。よって、本研究での仮定の下では、これらが

最適な補強対策と地震保険の組み合わせであるといえる。 


